
 
令和３年８月３１日 

 

令和４年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：全国土地改良事業団体連合会) 

 

１．令和４年度の財政投融資計画要求額

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 11 － 11 皆増

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

11 － 11 皆増

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和４年度
要   求   額

令和３年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 11 － 11 皆増

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

11 － 11 皆増

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和４年度末
残高（見込）

令和３年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 (単位：億円)

21 － 21

(内訳)
21 － 21

令和４年度
要   求   額

令和３年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

土地改良施設維持管理適正化事業交
付金（防災減災機能等強化対策）

区　　分

 

 

資金計画 (単位：億円)

22 － 22

11 － 11

財政融資 11 － 11

産業投資 － － －

政府保証 － － －

11 － 11

国庫補助金 10 － 10

地方拠出金 4 － 4

その他 △4 － △4

自己資金等

区　　分
令和４年度
要   求   額

令和３年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 



 

財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 (機関名：全国土地改良事業団体連合会) 

 
＜官民の役割分担・リスク分担＞ 
１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適切

な役割分担がなされているか。 
 

  土地改良施設維持管理適正化事業は、土地改良施設（ため池、堰、用排水機、用

排水路等）の維持管理を担っている市町村や土地改良区等が、施設の定期的な修繕

・補修や防災・減災等のための緊急性の高い施設整備を行う事業である。 

  本事業のうち防災減災等機能強化対策（防災・減災、省エネ化及び省力化のため

の施設整備を行う事業）については、国土強靱化、グリーン、デジタルといった現

下の政策課題に対応するため、特に適期・的確に実施していく必要がある。 

これらの施設整備は、広く全国各地で実施される公共性・公益性の高い事業であ

ることから、「民間では担えないリスクの負担」を公的金融機能によって措置する

ことで、持続的・安定的な資金調達を実現する必要がある。 

 

２．官民が適切にリスク分担し、民間企業のモラルハザードを防止しつつ、適度な支援

を行っているか。 
 

土地改良施設維持管理適正化事業の実施に必要な経費は、土地改良事業関係補助

金交付要綱及び土地改良施設維持管理適正化事業実施要領により、国による補助の

ほか都道府県及び事業実施主体が負担することとされており、都道府県、事業実施

主体が負担する地方負担相当額については借入金をもってその財源とすることして

いる。借入金をその財源とする範囲は限定されており、適度な支援を行っている。 
 
＜対象事業の重点化・効率化＞ 
３．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 
 
  国土強靱化、グリーン、デジタルといった現下の政策課題に対応する観点から、財

政融資資金による支援の対象は、防災・減災、省エネ化、省力化のための施設整備を

行う事業とすることとしている。 
 
＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

４．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を財

政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

新規借入のため該当なし 

 

 



 

成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：全国土地改良事業団体連合会) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」及び「成長戦略実行計画・成長戦略フォ

ロ－アップ」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」及び「成長戦略実行計画・成長戦略フォ

ロ－アップ」に盛り込まれた土地改良事業の強化を図るため、各地区の計画的な実施

に必要な額の財源として、財政融資資金11億円を要求している。 

 

 ○「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」 

 

第１章 新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナの経済社会のビジョン 

５．防災・減災、国土強靱化、東日本大震災等からの復興 

（１）防災・減災、国土強靱化 

  第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～ 

   １．グリーン社会の実現 

   ２．官民挙げたデジタル化の加速 

 

 ○「成長戦略実行計画・成長戦略フォロ－アップ」 

 

１３．地方創生 

   （２）農林水産業の成長産業化による活力ある農山漁村の実現 

     ⅱ）農業の生産基盤の強化 

①生産基盤の確保・強化 

（生産基盤の強化） 

 

 

 

 

 

 

 



 

財政投融資の要求に伴う政策評価（基本的事項） 

 (機関名：全国土地改良事業団体連合会) 

 

１．政策的必要性 

 

（１）土地改良施設維持管理適正化事業（防災減災機能等強化対策）の政策評価体系

における位置付け 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機

能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等

を通じ、国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

農業の持続的な発展 

《政策分野》 

農業の成長産業化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備の推進 

（２）財投によって政策目的の達成を目指す理由 

   土地改良施設維持管理適正化事業は、土地改良施設（ため池、堰、用排水機、用

排水路等）の維持管理を担っている市町村や土地改良区等が、施設の定期的な修繕

・補修や防災・減災等のための緊急性の高い施設整備を行う事業である。 

   本事業のうち防災減災等機能強化対策（防災・減災、省エネ化及び省力化のため

の施設整備を行う事業）については、国土強靱化、グリーン、デジタルといった現

下の政策課題に対応するため、特に適期・的確に実施していく必要がある。 

 

２．民業補完性 

 

  農業の成長産業化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備は、食料・農業・農村基

本計画（令和２年３月閣議決定）、土地改良長期計画（令和３年３月閣議決定）等に

基づき、国が主体的に推進する必要がある。 

 

３．有効性 

 

農業の成長産業化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備全体（土地改良施設維

持管理適正化事業を含む。）によって、以下の政策効果を発現させることとしてい

る。 

・安定的な用水供給と良好な排水条件を確保 

・湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積（21万ha（令和7年度まで）） 

 

４．その他 

 

本事業の実施主体は市町村や土地改良区等である。 

このうち土地改良区は民間団体であるが、土地改良区は、土地改良法第36条第１

項に、その事業に要する経費を賦課徴収することができると規定され、また、同法

第39条により当該賦課金を滞納する者があった場合は、市町村に対し、その徴収を



請求することができることとされている(市町村は当該請求があった場合は地方税

の滞納処分の例によりこれを処分する)。 

さらに、土地改良区は、市町村が請求に基づく処分をしない場合、都道府県知事

の認可を受けてその処分(滞納処分)をすることができると規定されている。 

このように、償還を確実に実行するための収入の確保が法律に規定されている。 

 



 

２ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：全国土地改良事業団体連合会) 

 

１．決算についての総合的な評価 

全国土地改良事業団体連合会では、監事(３名)による内部監査及び公認会計士(

２名)による外部監査が行われており、次のとおり、いずれの監査においても適正

な旨、報告されている。 

(１)内部監査 

内部監査は、関係諸帳簿及び証拠書類等について正確適正に処理されている旨、

報告されている。 

(２)外部監査 

① 財務諸表等監査 

「我が国において一般的に公正妥当と認められる公益法人会計基準に準拠

して、財産、正味財産増減及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要に

点において適正に表示しているものと認める」との報告があった。 

② 財産目録に対する意見 

「財産目録が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計

基準に準拠して作成されているものと認める」との報告があった。 

 

２．決算の状況 

※本事業については、令和４年度から新規で要求するものである。 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

貸借対照表(令和２年３月31日現在) 

○資産の部 32,433,763,391円 

流動資産(現金、未収金等) 

固定資産(基本財産、特定資産等) 

○負債の部 31,832,372,170円 

流動負債(未払金、預り金) 

固定負債(平準化利子補給積立金等) 

○正味財産の部 601,391,221円 

 

（２）費用・収益の状況 

正味財産増減計算書(H31.4.1 – R2.3.31) 
○経常収益 19,046,517,073円 

○経常費用 19,105,950,437円 

○正味財産期末残高 601,391,221円 

 

（注）令和２年度決算については総会の議決を経ていないため、令和元年度決算の状

況を記載している。 

 

 

 


